









相反の禁止義務（同法 25 条）、弁護士会による自治（同法 45 条）等の規定
に従う点に他の専門職にない特色がある。
　以上から見れば、日本で法律事務を行う資格を与えられた者のみが弁護士


















ヤー（Lawyer admitted in another state（c 項））と外国の法曹資格を有す

























　米国ローヤーの任意加入団体である ABA が法律家職務模範規則（Model 
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　　・利益相反に関する事前の同意に関するもの（2005 年 5 月 11 日）
　　・アウトソーシングに関するもの（2008 年 8 月 5 日）
　　・マネーロンダリングに関するもの（2013 年 5 月 23 日）
　　・ ローヤーでない者と報酬を分配することができるローヤーと報酬を分
配することに関するもの（2013 年 8 月 19 日）
　ABA の倫理に関する意見の中でも注目すべきはインターナショナル・パー


















いが、ABA の模範規則は 1983 年に採択され、2000 年に法曹倫理（Ethics） 
2000 委員会を立ち上げて、模範規則の大幅な見直しを行った結果、2002 年
に全面的な改正がなされた。最近では、2009 年の 2 月と 8 月、2012 年の 8 月、





























Covington & Burling は過去の依頼者である 3 Ｍの同意を得ないで 3 Ｍを相
手方とする環境訴訟においてミネソタ州を代理していた。第 1 審の裁判所は
2012 年 10 月に Covington & Burling は 3 Ｍの同意を得なかったとして、
Covington & Burling はミネソタ州を代理できないとした。Covington & 
Burling は以前にフルオロケミカルに関し、3 Ｍを代理して、連邦食品医薬
品局（Food and Drug Administration）に対してその安全性を主張した。
今回、Covington & Burling は 3 Ｍに対して委任契約を解約することを求め
たうえで、ミネソタ州を代理して 3 Ｍをフルオロケミカルの汚染について訴
えた。2013 年 4 月に控訴審が開かれ、控訴審においても、Covington & 













3 “Covington Wins Another Shot to Beat 3M Disqualification Bid” The American 
Lawyer, Litigation Daily, April 30, 2014 （http://www.litigationdaily.com/






















Inc. v. First Data Corp. 事件がある 4。本件は商標侵害事件であるが、被告
First Data は原告 VISA 側の法律事務所が本件とは関係のない特許権侵害訴
訟において First Data を代理していることを理由として、同事務所は VISA
を代理することができない（disqualify）と申し立てた。しかし、First Data
が特許権侵害訴訟についてこの法律事務所に委任したとき、この法律事務所
は First Data に対して、「当事務所は長年 VISA を代理してきている」旨を
告げ、「両当事者間の将来の訴訟において当事務所は VISA を代理すること
ができることを First Data が合意する場合に限り、First Data を代理する」
4 John K. Villa, “An Advanced Class on Advance Waivers for the Sophisticated Client, “ 
ACC Docket 23, no. 8 （September 2005）:164-167.
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　　（ⅰ） ヨーロッパでは EU 加盟国の間では、サービス指令（Service 
Directive）と拠点指令（Establishment Directive）により、加盟
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事務所に委任したとき、この法律事務所は First Data に対して、「当
事務所は長年 VISA を代理してきている」旨を告げ、「両当事者間の将
来 の 訴 訟 に お い て 当 事 務 所 は VISA を 代 理 す る こ と が で き る こ と を
First Data が合意する場合に限り、First Data を代理する」旨を告げ







・ 依頼者の法律実務に対する精通度（sophistication）  
・ 社会正義の観点 
 裁判所は事前の同意を支持した。特に、First Data は Fortune 500
の会社の一つであり、50 人のローヤーからなる法務部を持つものであ










(4) 法曹倫理（Ethics） 20/20 委員会の設置 
 ABA の法曹倫理（Ethics） 20/20 委員会は法律業務のテクノロジー進
展による影響及び法律サービスのグローバル化について、検討するため
に 2009 年に設けられた。 
法律サービスのグローバル化については、特に次の点が問題とされた。 
先の依頼 
VISA First Data 

























　　・ 2012 年 8 月の ABA の総会において、ローヤーが事務所を移るとき
に利益相反の有無を判断しこれを解決する必要があるときは秘密保持
義務の例外とする改正が行われた（模範規則 1.6 条（b）（7））。
　　・ 2013 年 2 月の ABA の中間大会においては、外国の法曹資格を有す
るローヤーは米国内において社内ローヤーとして法律サービスを提供
できるという改正が採択された（模範規則 5.5 条（d））。

































がアトーニーに関する行為規範を制定している。SEC 規則 205.3 は発行会社
5 拙稿「アメリカ－ニューヨーク州とカリフォルニア州における非弁護士活動の規制」







　マネー・ロンダリング 6 については、立法による規制に反対し、2010 年の
ABA 総会において、グッド・プラクティス・ガイダンス（Voluntary Good 















（Solicitors Regulation Authority；“SRA”）を設けた。SRA は 2008 年 12 月
から、法律実務に精通した依頼者（sophisticated clients）については、同
一の法律事務所が双方を代理することができるようにしようとする提案をし
てきたが、ヨーロッパ法曹協会連合会（CCBE）等の反対にあって 2010 年 3









　SRA は 2011 年に従来の規定を改正した行為規範（Code of Conduct）を
含むハンド・ブック（Hand Book）を採択した（2011 年 10 月 6 日発効）。































　　（d） 依頼者が特別に合意しない限り、いかなる個人も 2 人以上の依頼
者を代理したり、監督したりしていないこと
　　（e）すべての当事者を代理することが合理的であると信じていること


























　CCBE はヨーロッパのローヤーの EU 内の越境取引に適用される行為規範
（Code of Conduct for European Lawyers）を採択している。














　IBA は 2006 年 9 月に、次の法律専門職の基本原則（General Principles 











































































後者が優先すると定めている。また、2.1 条（g）において SRA のヨーロッ
パにおける越境実務規則（European Cross-border Practice Rules）にも従
うこととされている。



















　IBA は 2011 年 5 月 に 法 律 専 門 職 の 行 為 に 関 す る 国 際 基 本 原 則



























11 法律専門職の行為に関する国際基本原則（IBA International Principles on Conduct 










の反対にあって 2006 年 5 月に削除されることになった 12。
　他方、米国司法省は連邦検察官が企業犯罪について起訴するか否かに関す










































　平成 19 年 6 月 26 日付けの独占禁止法基本問題懇談会報告書は弁護士依頼
者秘匿特権は現状における導入は適当ではないとの結論に至ったと述べてい
る。

























































Partnership；“MDP”）として ABA の模範規則 5.4 条との関係から議論を呼
んだ。すなわち、MDP においては、公認会計士がローヤーとパートナーシッ
プに入り、報酬を両者間で分配することから問題とされたのである。模範規















は慎重な態度を取っていた。しかし、2007 年 10 月 30 日に成立した法律サー






　　① 法律業務協働（Legal Disciplinary Practices；“LDP”）　これは法律サー
ビスのみを提供するが、IT、ファイナンス、マネジメント等の専門
家をパートナーとして認める事業形態である。ただし、これらの者の
持分比率は 25％までとされている。2009 年 3 月から許容されている。
　　② 異業種協働（Multi-Disciplinary Practices；“MDP”）　これは法律サー
ビスに加え監査等のその他のサービスも提供する事業形態である。
































求している。LDP はイギリスにおいて 2009 年 3 月 31 日から認められており、
2011 年 10 月までに 490 の LDP が認可された。およそ 70％はパートナーの













　この委員会は 2011 年 12 月 2 日に新規法律業務提供形態（Alternative 
Law Practice Structures；ALPS）に関するディスカッション・ペーパーを




















　ALPS の提案と共に現在あるモデルルールの 1.5 と 5.4 の修正案も出され
た。これはアメリカのアトーニーと ABS との間の報酬分配を認めるという
ものである。なぜこの修正案が必要かというと、上記のように 2011 年 8 月































いということで、2012 年の ABA の総会に議案として提出されるには至ら
なかった。







　ABS に関して、日本では 1999 年に閣議決定された規制緩和推進 3 カ年計
画において、総合的法律・経済関係事務所の開設が一つの項目としてあげら







































　なお、2014 年 12 月 1 日の日本経済新聞によれば、世界の大手会計事務所
のうち、アーンスト・ヤングは 2013 年 11 月に弁護士法人を開設し、プライ

















EU Directive of 16 February 1998 
 
‘lawyer’ means any person who is a national of a Member State and who is 
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